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7.3 地域の再生可能エネルギーポテンシャルの活用状況に係る調査 

 各自治体の導入状況から再生可能エネルギーごとに導入が進んでいる都道府県、市町村

を整理した。また、導入が進んでいる各自治体について再生可能エネルギーの導入に係る

施策や取組状況を整理した。 

 

（１）太陽光発電 

導入実績の値が大きい上位 10都道府県を表 7.3-1に、上位 10市町村を表 7.3-2に示し

た。参考として導入ポテンシャル、導入実績／導入ポテンシャルの値も併せて整理した。 

なお、表中の導入実績値は、導入ポテンシャルと比較が出来るように、500kW未満の導入

実績の合計値を用いた。 

 

１）都道府県の状況 

都道府県別の太陽光発電の導入状況としては、愛知県が 144万 kWと最も大きく、次いで

茨城県、千葉県、静岡県、兵庫県となっていた。上位 10都道府県のうち半分を関東地方の

都道府県が占めていた。 

導入実績が 1位であった愛知県では、県内の 42市町村（全市町村の約 8割）において住

宅用太陽光発電設備を導入した個人に対して補助金を支給するなど、市町村と協調した設

置補助施策により太陽光発電の普及に取り組んでいる。また、日照時間が長く太陽光発電

に適した地域特性であることも導入が進んでいる要因と考えられる。 

導入実績が 2位であった茨城県では、平成 28年に「太陽光発電施設の適性な設置・管理

に関するガイドライン」の策定や県が主体となった導入セミナーを開催するなどの導入促

進に対する様々な取組が行われている。 

表 7.3-1 太陽光発電（500kW未満）の導入が進んでいる都道府県 

区分 
順

位 
都道府県 

導入実績 

（万 kW） 

導入ポテンシ

ャル 

（万 kW） 

導入実績／ 

導入ポテンシ

ャル（％） 

導入が進んでい

る都道府県 

（上位 10 都道府

県） 

1 愛知県 144 1,101  13.1 

2 茨城県 106 759  14.0 

3 千葉県 102 978  10.4 

4 静岡県 102 732  13.9 

5 福岡県 93.4 784  11.9 

6 兵庫県 93.3 783  11.9 

7 埼玉県 92.4 994  9.30 

8 群馬県 86.6 487  17.8 

9 栃木県 82.9 481  17.2 

10 長野県 79.0 548  14.4 
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２）市町村の状況 

 市町村別の太陽光発電の導入状況としては、浜松市（静岡県）が 26.92万 kWと最も大き

く、次いで名古屋市（愛知県）、前橋市（群馬県）、倉敷市（岡山県）、岡山市（岡山県）と

なっていた。 

導入実績が 1位であった浜松市（静岡県）は、2位以降と 10万 kW以上の差が認められた。

浜松市では、地元 9つの金融機関と”はままつ太陽光発電パートナーシップ協定”を結び

太陽光発電導入拡大に向けた事業の協力を実施している。また、公共施設の屋根貸し事業

により、民間事業者に対して市内小中学校を活用した発電事業を推進している。これらの

様々な取組により太陽光発電施設の導入が促進されたと考えられる。 

 導入実績が 2位であった名古屋市は、市の HPに「名古屋市ソーラーパワー診断マップ」

を公開しており、太陽光を設置した際の節約額が誰でも簡単に見られるようになっている。

比較的簡単に設置検討を行えるため、太陽光発電の導入促進につながったものと考えられ

る。 

 

表 7.3-2 太陽光発電（500KW未満）の導入が進んでいる市町村 

区分 
順

位 
市町村 

導入実績 

（万 kW） 

導入ポテン

シャル 

（万 kW） 

導入実績／ 

導入ポテンシ

ャル（％） 

導入が進んでい

る都道府県 

（上位 10 市町

村） 

1 浜松市（静岡県） 26.9 151 17.8 

2 名古屋市（愛知県） 16.0 215 7.46 

3 前橋市（群馬県） 14.3 76.4 18.7 

4 倉敷市（岡山県） 14.2 95.5 14.9 

5 岡山市（岡山県） 13.8 127 10.9 

6 福山市（広島県） 13.6 88.1 15.5 

7 宇都宮市（栃木県） 13.1 98.9 13.3 

8 宮崎市（宮崎県） 12.8 79.2 16.2 

9 太田市（群馬県） 12.1 51.7 23.4 

10 熊本市（熊本県） 12.1 113 10.7 
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（２）風力発電 

導入実績の値が大きい上位 10都道府県を表 7.3-3（1）に、導入実績と導入計画値を合計

した値が大きい上位 10都道府県を表 7.3-3（2）に、導入実績の値が大きい上位 10市町村

を表 7.3-4（1）に、導入実績と導入計画値を合計した値が大きい上位 10市町村を表 7.3-4

（2）に示した。参考として導入ポテンシャル、導入実績／導入ポテンシャルの値も併せて

整理した。 

なお、表中の導入実績値及び導入計画値は、導入ポテンシャルと比較が出来るように 20kW

以上の値を用いた。 

 

１）都道府県の状況 

都道府県別の風力発電の導入状況としては、青森県が 108.46万 kWで最も大きく、次い

で秋田県、鹿児島県、島根県、道北（北海道）となっていた。なお、導入実績、導入実績

と導入計画値を合計した値のいずれも青森県、秋田県が上位 2位を占めていた。 

導入実績が 1位であった青森県では、地理的な条件から好風況地であることに加え、「環

境・エネルギー産業創造特区」における規制緩和措置により国有林野を活用した風力発電

事業を行う場合の貸付面積の要件を他に先駆けて導入し、風力発電施設が立地出来る場所

の拡大を図っている。 

導入実績が 2位であった秋田県では、平成 28年に「第 2期秋田県新エネルギー産業戦略

（前施策として平成 23年 5月に秋田県新エネルギー産業戦略を策定している）」を策定し

ており、風力発電に関して、保安林における立地規制の緩和や送電線網に対する支援など

が行われている。 
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表 7.3-3（1） 風力発電（20kW以上）の導入が進んでいる都道府県（導入実績のみ） 

区分 
順

位 
都道府県 

導入実績 

（万 kW） 

導入ポテン

シャル 

（万 kW） 

導入実績／ 

導入ポテンシ

ャル（％） 

導入が進んでいる

都道府県 

（上位 10 都道府

県） 

1 青森県 38.6 1,511 2.55 

2 秋田県 29.3 1,164  2.51 

3 鹿児島県 26.0 643  4.05 

4 島根県 17.7 186  9.50 

5 北海道道北 17.2 5,209  0.329 

6 福島県 16.0 1,084  1.47 

7 静岡県 15.3 217  7.03 

8 石川県 12.5 303  4.11 

9 山口県 11.3 266  4.26 

10 三重県 10.8 327  3.30 

 

表 7.3-3（2） 風力発電（20kW以上）の導入が進んでいる都道府県（導入実績＋導入計画値） 

区分 
順

位 
都道府県 

導入実績 

＋導入計画値 

（万 kW） 

導入ポテンシ

ャル 

（万 kW） 

（導入実績 

＋導入計画値）／ 

導入ポテンシャ

ル（％） 

導入が進んでいる

都道府県 

（上位 10 都道府

県） 

1 青森県 108.5 1,511  7.18 

2 秋田県 92.7 1,164  7.96 

3 鹿児島県 31.1 643  4.84 

4 岩手県 28.1 1,710  1.64 

5 長崎県 26.5 229  11.5 

6 北海道道南 25.8 1,925  1.34 

7 三重県 23.8 327  7.27 

8 島根県 22.7 186  12.2 

9 静岡県 20.2 217  9.28 

10 道北（北海道） 20.1 5,209  0.386 
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２）市町村の状況 

市町村別の風力発電の導入状況としては、六ヶ所村（青森県）が 14.5万 kWと導入実績

が最も大きく、次いで、東通村（青森県）、下関市（山口県）、伊賀市（三重県）、由利本庄

市（秋田県）となっていた。六ヶ所村（青森県）、由利本庄市（秋田県）、秋田市（秋田県）

では導入計画値が導入実績値を大きく上回っており、今後風力発電所の整備が多くなると

想定される。 

導入実績が 1 位の六ヶ所村と 2 位の東通村は共に下北半島の太平洋側に位置しており、

春から夏にかけて“やませ”により強い風が吹くことから風力発電には好適な気象条件で

あり、導入が進んだと考えられる。六ヶ所村にはむつ小川原ウインドファーム、六ヶ所村

風力開発（株）風力発電所、二又風力開発（株）風力発電所、東通村には岩屋風力発電所、

岩屋ウィンドパークなどの大規模な風力発電設備が存在している。また、六ヶ所村では、

施設の見学や体験を通して理解を深め、観光や地域振興に結び付けることにつなげる「次

世代エネルギーパーク」の整備が進んでいる。 

なお、神栖市では導入実績の値が導入ポテンシャルの値を上回っていた。その要因とし

て、導入ポテンシャルの推計条件では居住地メッシュ（500m メッシュ）及び隣接メッシュ

を除外されているが、現状では住居から近い場所にも風力発電施設が設置されているため

と考えられる。 
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表 7.3-4（1） 風力発電（20kW以上）の導入が進んでいる市町村（導入実績のみ） 

区分 
順

位 
市町村 

導入実績 

（万 kW） 

導入ポテン

シャル 

（万 kW） 

導入実績／ 

導入ポテンシ

ャル（％） 

導入が進んでい

る市町村 

（上位 10市町村） 

1 六ヶ所村（青森県） 14.5 57.4 25.3 

2 東通村（青森県） 10.5 154 6.77 

3 下関市（山口県） 9.50 20.1 47.2 

4 伊賀市（三重県） 8.90 49.6 17.9 

5 由利本荘市（秋田県） 8.76 205 4.27 

6 出雲市（鳥取県） 7.97 26.0 30.7 

7 稚内市（北海道） 7.64 425 1.80 

8 秋田市（秋田県） 7.44 55.6 13.4 

9 田村市（福島県） 7.40 28.2 26.3 

10 神栖市（茨城県） 6.98 0.0500 -※1 

※1 導入実績／導入ポテンシャル（％）は、導入ポテンシャルデータの集計上の誤差を考慮し、1 万 kW

以上の値がある自治体のみを評価した。 

 

表 7.3-4（2） 風力発電（20kW以上）の導入が進んでいる市町村（導入実績＋計画） 

区分 
順

位 
市町村 

導入実績＋

導入計画値 

（万 kW） 

導入ポテン

シャル 

（万 kW） 

（導入実績＋

導入計画値）／

導入ポテンシ

ャル（％） 

導入が進んでいる

市町村 

（上位 10市町村） 

1 六ヶ所村（青森県） 29.7 57.4 51.8 

2 由利本荘市（秋田県） 28.1 205 13.7 

3 秋田市（秋田県） 24.4 55.6 43.9 

4 伊賀市（三重県） 16.9 49.6 34.1 

5 つがる市（青森県） 16.1 22.0 73.4 

6 釜石市（岩手県） 14.3 62.0 23.1 

7 東通村（青森県） 13.6 154 8.81 

8 佐世保市（長崎県） 12.6 3.58 352 

9 男鹿市（秋田県） 12.1 45.0 26.8 

10 横浜町（青森県） 11.1 35.1 31.7 
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（３）中小水力発電 

導入実績値の大きい上位 10都道府県を表 7.3-5に、上位 10市町村を表 7.3-6に示した。

上位 10都道府県、上位 10市町村における導入ポテンシャル、導入実績／導入ポテンシャ

ルの値も併せて記載した。 

なお、表中の導入実績値は、導入ポテンシャルと比較が出来るように、30,000kW未満の

合計値を用いた。 

 

１）都道府県の状況 

都道府県別の中小水力発電の導入状況としては、道央（北海道）が 4.60万 kWで最も大

きく、長野県、岐阜県、静岡県、岩手県となっていた。北海道道央と長野県の 2県は、導

入実績が 4万 kW以上あり、他都道府県と比べ 2倍以上の実績を誇る。 

導入実績が 1位であった北海道では、平成 24年に「中小水力発電導入の手引き」を作成

して、導入方法を具体的に示すことで導入を促進している。 

導入実績が 2位であった長野県では、「第 2期長野県食と農業農村振興計画」において重

点的に取り組むプロジェクトのうちの一つに「小水力発電促進プロジェクト」を掲げ、農

業用水を活用した導入の促進を図ることとしている。計画に関連して平成 26年には、長野

県が農業用水路を活用した小水力発電の候補地調査を実施しており、合計で 164箇所、発

電出力 25,727ｋWの導入可能性があると推定している。調査結果については、小水力発電

の候補地をホームページ上で公開しており、導入促進のための資料として活用されている。 

 

表 7.3-5 中小水力発電（30,000kW未満）の導入が進んでいる都道府県 

区分 
順

位 
都道府県 

導入実績 

（万 kW） 

導入ポテン

シャル 

（万 kW） 

導入実績／導

入ポテンシャ

ル（％） 

導入が進んでい

る都道府県 

（上位 10 都道府

県） 

1 北海道道央 4.60  16.5 27.8 

2 長野県 4.52  63.2 7.15 

3 岐阜県 2.11  67.6 3.12 

4 静岡県 1.94  30.0 6.47 

5 岩手県 1.64  39.1 4.19 

6 福島県 1.51  51.5 2.94 

7 秋田県 0.803  31.2 2.57 

8 鹿児島県 0.743  9.91 7.49 

9 栃木県 0.681  7.17 9.50 

10 茨城県 0.516 0.737 70.0 
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２）市町村の状況 

市町村別の中小水力発電の導入状況としては、夕張市（北海道）で 3.04万 kWと最も大

きく、次いで生坂村（長野県）、揖斐川町（岐阜県）、奥州市（岩手県）、ニセコ町（北海道）

となっていた。 

導入実績が 1位であった夕張市では、人造湖のシューパロ湖から流れる夕張川（石狩川

水系）沿いに、シューパロ発電所や滝下発電所など複数の発電施設が存在する。 

導入実績が 2位であった生坂村では、昭和電工（株）が管轄する広津発電所が導入実績

の大部分を占めている。 

なお、夕張市（北海道）、生坂村（長野県）、ニセコ町（北海道）、島田市（静岡県）では、

導入実績が導入ポテンシャルの値を上回っていた。ニセコ町では尻別川発電所（第一、第

二）が、島田市では赤松発電所が主要な発電所として挙げられる。これらの発電所は、既

設ダムを拡大したダム（シューパロ発電所）や老朽化した施設のリパワー（尻別川発電所、

広津発電所、赤松発電所）により整備された発電所であり、新規の設備認定を受けている。

導入ポテンシャルの推計では既設水力発電所を控除しており、これらの発電所が位置する

河川区間は導入ポテンシャルから除外されているため、導入実績が導入ポテンシャルを上

回ったと考えられる。 

 

表 7.3-6 中小水力発電（30,000kW未満）の導入が進んでいる市町村 

※1 導入実績／導入ポテンシャル（％）は、導入ポテンシャルデータの集計上の誤差を考慮し、1,000kW

以上（中小水力、地熱）の値がある自治体のみを評価した。 

  

区分 
順

位 
市町村 

導入実績 

（万 kW） 

導入ポテン

シャル 

（万 kW） 

導入実績／ 

導入ポテンシ

ャル（％） 

導入が進んでい

る市町村 

（上位 10 市町

村） 

1 夕張市（北海道） 3.04 0.0796 -※1 

2 生坂村（長野県） 2.12 0.00259 -※1 

3 揖斐川町（岐阜県） 1.91 4.39 43.4 

4 奥州市（岩手県） 1.61 2.18 73.9 

5 ニセコ町（北海道） 1.52 0.275 -※1 

6 大町市（長野県） 1.13 3.13 36.1 

7 伊那市（長野県） 1.08 3.58 30.2 

8 下郷町（福島県） 0.825 4.09 20.1 

9 島田市（静岡県） 0.726 0.146 -※1 

10 富士宮市（静岡県） 0.700 1.12 62.5 
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（４）地熱発電 

導入実績の値が大きい上位 10都道府県を表 7.3-7（1）に、導入実績と導入計画値を合計

した値が大きい上位 10都道府県を表 7.3-7（2）に、導入実績の値が大きい上位 10市町村

を表 7.3-8（1）に、導入実績と導入計画値を合計した値が大きい上位 10市町村を表 7.3-8

（2）に示した。参考として導入ポテンシャル、導入実績／導入ポテンシャルの値も併せて

整理した。 

なお、表中の導入実績値は、導入ポテンシャルと比較が出来るように、15,000kW未満と

15,000kW以上の合計値を用いた。 

 

１）都道府県の状況 

都道府県別の地熱発電の導入状況としては大分県が 0.71万 kWで最も大きく、次いで熊

本県、鹿児島県、福島県、長崎県となっていた。導入実績が既設発電所の容量よりも小さ

くなっているのは、本調査では FIT制度開始以降のみを対象としているためである。また、

地熱発電の場合、得られているデータが少なく補間・外挿をしているエリアが多いため、

導入実績と差が生じやすい。 

地熱発電は、その発電方法から火山帯や地熱地帯の分布と関係が強く、地理的な要因か

ら九州地方の県で多く導入されている。なお、導入実績と導入計画値の合計した場合では、

秋田県が 1位となっていた。 

導入実績が 1位であった大分県では、その豊富な地熱資源を利用し、八丁原発電所、大

岳発電所、滝上発電所など複数の発電所が設置されている。大分県新エネルギービジョン

では地熱発電として、平成26年度～36年度の間で約18万kWの導入目標が設定されている。 
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表 7.3-7（1） 地熱発電の導入が進んでいる都道府県（導入実績のみ） 

区分 
順

位 
都道府県 

導入実績 

（万 kW） 

導入ポテン

シャル 

（万 kW） 

導入実績／ 

導入ポテンシ

ャル（％） 

導入が進んでい

る都道府県 

（上位 10 都道府

県） 

1 大分県 0.711 88.1 0.81 

2 熊本県 0.204 17.1 1.19 

3 鹿児島県 0.141 48.4 0.291 

4 福島県 0.0440 24.5 0.180 

5 長崎県 0.0115 8.91 0.129 

6 道東（北海道） 0.0100 66.0 0.0151 

7 長野県 0.00200 62.2 0.00322 

8 鳥取県 0.00200 0.00478 41.8 

9 - - - - 

10 - - - - 

 

表 7.3-7（2） 地熱発電の導入が進んでいる都道府県（導入実績＋導入計画値） 

区分 
順

位 
都道府県 

導入実績＋

導入計画値 

（万 kW） 

導入ポテン

シャル 

（万 kW） 

（導入実績＋

導入計画値）

／導入ポテン

シャル（％） 

導入が進んでい

る都道府県 

（上位 10 都道府

県） 

1 秋田県 4.23  20.3 20.8 

2 大分県 2.21  88.1 2.51 

3 鹿児島県 0.967  48.4 2.00 

4 岩手県 0.780  156 0.499 

5 熊本県 0.450  17.1 2.63 

6 岐阜県 0.212  6.43 3.30 

7 福島県 0.0880  24.5 0.359 

8 長野県 0.0320  62.2 0.0515 

9 道南（北海道） 0.0250  30.6 0.0816 

10 長崎県 0.0230  8.91 0.258 
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２）市町村の状況 

市町村別の地熱発電の導入状況としては、九重町（大分県）が 0.54万 kWと最も大きく、

次いで小国町（熊本県）、別府市（大分県）、指宿市（鹿児島県）、福島市（福島県）となっ

ていた。上位 10市町村のうち 6市町村を九州地方が占めていた。 

導入実績が 1位の九重町では、豊富な地熱資源を利用し、国内最大級の出力を持つ八丁

原地熱発電所や大岳地熱発電所など複数の発電施設が存在する。 

湯沢市（秋田県）では、東北電力が管轄する上の岱地熱発電所（総出力 28,800kW）を建

設する計画があり、導入実績と導入計画値を合計した場合では 1位となる。 

なお、福島市では土湯温泉で、弟子屈町（北海道）では摩周湖温泉でそれぞれバイナリ

ー発電が導入されているが、該当施設周辺では地熱発電の賦存量が評価されておらず、そ

のため導入ポテンシャルより導入実績が上回る結果となった。 
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表 7.3-8（1） 地熱発電の導入が進んでいる市町村（導入実績のみ） 

区分 
順

位 
市町村 

導入実績 

（万 kW） 

導入ポテン

シャル 

（万 kW） 

導入実績／ 

導入ポテンシ

ャル（％） 

導入が進んでい

る市町村 

（上位 10 市町

村） 

1 九重町（大分県） 0.539 37.6 1.44 

2 小国町（熊本県） 0.204 16.5 1.24 

3 別府市（大分県） 0.162 9.67 1.67 

4 指宿市（鹿児島県） 0.141 1.72 8.20 

5 福島市（福島県） 0.0440 0.0134 -※1 

6 雲仙市（長崎県） 0.0115 8.73 0.132 

7 弟子屈町（北海道） 0.0100 0.000600 -※1 

8 由布市（大分県） 0.00994 27.3 0.0364 

9 高山村（長野県） 0.00200 - - 

10 湯梨浜町（鳥取県） 0.00200 - - 

※1 導入実績／導入ポテンシャル（％）は、導入ポテンシャルデータの集計上の誤差を考慮し、1,000kw

以上（中小水力、地熱）の値がある自治体のみを評価した。 

 

表 7.3-8（2） 地熱発電の導入が進んでいる市町村（導入実績＋導入計画値） 

区分 
順

位 
市町村 

導入実績＋

導入計画値 

（万 kW） 

導入ポテン

シャル 

（万 kW） 

（導入実績＋

導入計画値）

／ 

導入ポテンシ

ャル（％） 

導入が進んでい

る市町村 

（上位 10市町村） 

1 湯沢市（秋田県） 4.20 8.96 46.9 

2 九重町（大分県） 1.44 37.6 3.83 

3 指宿市（鹿児島県） 0.934 1.72 54.3 

4 八幡平市（岩手県） 0.750 115.15 0.651 

5 別府市（大分県） 0.732 9.67 7.57 

6 小国町（熊本県） 0.450 16.5 2.72 

7 高山市（岐阜県） 0.212 6.42 3.30 

8 福島市（福島県） 0.0880 0.0134 -※1 

9 由布市（大分県） 0.0457 27.3 0.167 

10 霧島市（鹿児島県） 0.0330 29.70 0.111 

※1 導入実績／導入ポテンシャル（％）は、導入ポテンシャルデータの集計上の誤差を考慮し、1,000kW

以上（中小水力、地熱）の値がある自治体のみを評価した。 
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（５）バイオマス発電（未利用木質） 

バイオマス発電（未利用木質）では、過年度に導入ポテンシャルを推計していないため、

導入実績のみを整理した。導入実績の値が大きい上位 10都道府県を表 7.3-9に、上位 10

市町村を表 7.3-10に示した。 

 

１）都道府県の状況 

都道府県別のバイオマス発電（未利用木質）の導入状況としては、北海道の道東が 3.35

万 kWで最も大きく、次いで宮崎県、鹿児島県、大分県、北海道の道央となっていた。上位

5位を北海道と九州の県が占めていた。 

導入実績が 1位の北海道では、バイオマス活用推進基本法（平成 21年）に基づき平成 25

年に「北海道バイオマス活用推進計画」を策定し、バイオマスに関するワンストップ窓口

やバイオマス利活用推進連絡会議の設置など、導入促進に向けた取り組みが進んでいる。

なお、「バイオマス活用推進計画」は、導入実績が 2位の宮崎県、3位の鹿児島県、4位の

大分県でも策定されており、それぞれの自治体に応じた推進体制を構築し、バイオマス発

電の導入促進に向けて取り組んでいる。 

導入実績が 3位の鹿児島県では、木質バイオマスの利用による熱量と化石燃料を用いた

場合に想定される CO2排出量との差を CO2排出削減量として見える化し、地球温暖化防止

に対する認識を深めるとともに、木質バイオマス燃料の利用促進を図ることを目的とした

「かごしま CO2吸収量等認証制度」といった取組も行われている。 

 

表 7.3-9 バイオマス発電（未利用木質）の導入が進んでいる都道府県 

区分 
順

位 
都道府県 

導入実績 

（万 kW） 

導入が進んでい

る都道府県 

（上位 10都道府

県） 

1 北海道道東 3.35 

2 宮崎県 3.18 

3 鹿児島県 2.95 

4 大分県 2.54 

5 北海道道央 2.03 

6 兵庫県 1.65 

7 高知県 1.28 

8 岡山県 1.00 

9 佐賀県 0.985 

10 福井県 0.727 
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２）市町村の状況 

市町村別のバイオマス発電（未利用木質）の導入状況としては、紋別市（北海道）で 3.35

万 kWと最も大きく、次いで薩摩川内市（鹿児島県）、江別市（北海道）、日向市（宮崎県）、

豊後大野市（大分県）となっていた。 

導入実績が 1位であった紋別市は、市の組織体系に木質バイオマス火力発電所推進室を

設置して窓口としている。また、同市には住友林業・住友共同電力によるバイオマス発電

所があるため導入実績が大きくなっていると考えられる。 

導入実績が 2 位の薩摩川内市は、農林水産省等の関係 7 府庁が選定したバイオマス産業

都市でもあり、竹バイオマス産業都市協議会を立ち上げるなど地域資源の活用と合わせた

バイオマス発電の導入に向けた取り組みが行われている。 

 

表 7.3-10 バイオマス発電（未利用木質）の導入が進んでいる市町村 

区分 
順

位 
市町村 

導入実績 

（万 kW） 

導入が進んでい

る市町村 

（上位 10 市町

村） 

1 紋別市（北海道） 3.35 

2 薩摩川内市（鹿児島県） 2.37 

3 江別市（北海道）※1 2.03 

3 日南市（宮崎県）※1 2.03 

5 豊後大野市（大分県） 1.80 

6 赤穂市（兵庫県） 1.65 

7 真庭市（岡山県） 1.00 

8 伊万里市（佐賀県） 0.985 

9 大野市（福井県） 0.727 

10 大淀町（奈良県）※1 0.650 

10 宿毛市（高知県）※1 0.650 

     ※1 導入実績の値が同じであったため同率とした 
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（６）地中熱利用（ヒートポンプ） 

地中熱利用（ヒートポンプ）は、過年度調査では設備容量（kW）基準で導入ポテンシャ

ルを推定していないため、導入実績のみ整理した。導入実績の値が大きい上位 10都道府県

を表 7.3-11に、上位 10市町村を表 7.3-12に示した。 

 

１）都道府県の状況 

都道府県別の地中熱利用の導入状況としては、北海道の道央が 1.37万 kWで最も大きく、

次いで岩手県、東京都、長野県、北海道の道央となっていた。 

導入実績が 1位であった北海道では、平成 25年に「エネルギー地産地消導入検討マニュ

アル」が作成されており、地中熱利用に関して導入手順・導入事例・地産地消モデル例な

どの記載があり、導入促進に向けたマニュアルとして活用が期待される。また、「地中熱等

を活用した農業活性化のための可能性調査」を実施し、農作物の通年栽培化･高付加価値化

を目的として、地中熱と LEDを活用した農業の通年栽培化に向けた実証実験や地中熱等を

活用した農業に係る検討会の開催に取り組んでいる。 

 

表 7.3-11 地中熱利用（ヒートポンプ）の導入が進んでいる都道府県 

区分 順位 都道府県 
導入実績 

（万 kW） 

導入が進んでいる都道

府県 

（上位 10都道府県） 

1 北海道道央 1.37 

2 長野県 0.969 

3 岩手県 0.859 

4 東京都 0.836 

5 北海道道東 0.812 

6 秋田県 0.806 

7 愛知県 0.615 

8 岐阜県 0.454 

9 広島県 0.428 

10 兵庫県 0.425 
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２）市町村の状況 

市町村別の地中熱利用の導入状況としては、札幌市（北海道）が 0.80万 kWと最も大き

く、次いで盛岡市（青森県）、秋田市（秋田県）、兵庫県（神戸市）、釧路市（北海道）とな

っていた。 

導入実績が 1位の札幌市では、札幌・エネルギーecoプロジェクトによる補助金制度があ

り、地中熱利用に対する費用面の導入支援を行っている。 

 

表 7.3-12 地中熱利用（ヒートポンプ）の導入が進んでいる市町村 

区分 
順

位 
市町村 

導入実績 

（万 kW） 

導入が進んでい

る市町村 

（上位 10 市町

村） 

1 札幌市（北海道） 0.801 

2 盛岡市（青森県） 0.434 

3 秋田市（秋田県） 0.296 

4 神戸市（兵庫県） 0.294 

5 釧路市（北海道） 0.225 

6 足利市（栃木県） 0.220 

7 白川村（岐阜県） 0.218 

8 高崎市（群馬県） 0.203 

9 帯広市（北海道） 0.191 

10 岡谷市（長野県） 0.187 

 

  


